
令和５年第２回三重県議会定例会 

防災県土整備企業常任委員会 

説 明 資 料 
◎議案補充説明  

（１）議案第５１号「工事請負契約について（主要地方道伊勢磯部線（恵利原橋） 

橋梁耐震対策（上部工）工事）」                     …１   

（２）議案第５２号「工事請負契約の変更について（一般国道３６８号（大内拡幅） 

道路改良（大内橋上部工）工事）」                    …４ 

（３）議案第５３号「工事請負契約の変更について（一般県道一志出家線（中川原橋） 

道路改良（橋梁上部工）工事」                      …６ 

（４）議案第５４号「工事請負契約の変更について（一般国道１６７号（磯部ＢＰ） 

道路改良（恵利原五知トンネル（仮称））工事」              …８ 

（６）議案第６３号「三重県流域下水道施設の指定管理者の指定について」     …10 

（７）議案第６４号「三重県営住宅（北勢ブロック）の指定管理者の指定について」 …18 

（８）議案第６５号「三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅（中勢伊賀ブロック）  

の指定管理者の指定について」                        

（９）議案第６６号「三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅（南勢ブロック） 

の指定管理者の指定について」                        

（10）議案第６７号「三重県営住宅（東紀州ブロック）の指定管理者の指定について」  

        

◎所管事項 

（１）花とみどりの三重づくり基本計画（仮称）最終案について                   … 49 

（２）三重県建設産業活性化プラン 中間案に向けた検討状況の報告        … 61 

（３）交通安全事業の着実な推進について                            … 98 

（４）道路空間におけるグリーン化の推進について                       …103 

（５）津駅周辺道路空間の整備（賑わいの社会実験）について                     …109 

（６）令和６年度予算の確保に向けた国への要望について             …116 

（７）宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）について           …117 

（８）審議会等の審議状況について                       …123 

 

≪別冊≫ 

 ・別冊１花とみどりの三重づくり基本計画（仮称）最終案 

 ・別冊２花とみどりの三重づくり基本計画（仮称）素案に対する意見への対応一覧 

 ・別冊３第２回三重県建設産業活性化プラン検討会議資料 

・別冊４令和６年度予算の確保に向けた国への要望 

令和５年１２月１３日 

県 土 整 備 部 



 

◎議案補充説明 

（１）議案第５１号「工事請負契約について（主要地方道伊勢磯部線（恵利原橋） 

橋梁耐震対策（上部工）工事）」 

 

議案 第５１号   工 事 請 負 契 約 に つ い て 

工 事 名 主要地方道伊勢磯部線（恵利原橋）橋梁耐震対策（上部工）工事 

施 工 場 所 志摩市磯部町恵利原地内 

契約金額      685,190,000円（消費税等含む） 

請 負 者 

 

住所氏名      

松阪市大津町1607番地の1 

宇野重工株式会社 

代表取締役 宇野 雄介 

契約工期      議決日から660日間 

 

工事の概要 

 

橋長 L=86.5m  幅員 W=6.0（7.0）m 

橋梁上部工（鋼単純下路式ランガー桁橋） N=1橋 

工場製作工 W=283．6ｔ 

鋼橋架設工(ケーブルエレクション架設） W=283.2ｔ 

床版工(RC床版) V=219㎥ 

橋梁付属物工 N=1式 

 

契 約 方 法 一般競争入札 

入 

札 

状 

況 

年月日 令和5年8月22日 評価値1.93225   （最高値 1.93225  最低値1.92745） 

業者数 ２ 価格 

最低  684,728,000（消費税等含む） 

     622,480,000（消費税等抜き） 

最高  685,190,000（消費税等含む） 

     622,900,000（消費税等抜き） 

回 数 １ 予定価格 
736,071,600（消費税等含む） 

669,156,000（消費税等抜き） 
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主要地方道伊勢磯部線（恵利原橋）橋梁耐震対策（上部工）工事

1

2

  上記入札額は、消費税および地方消費税（免税業者にあっては相当額）を除いた金額です。
　また、本工事は価格と価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式にて行っ
たため、評価値の最も大きい入札者を落札者としています。また、評価値とは標準点100点に提案によ
る加算点を加えた技術評価点を入札額（千万円単位）で除した値（小数点第六位以下切り捨て）で
す。

622,900,000 120.36 1.93225

622,480,000

 

　

1.92745

宇野重工株式会社

入札額

入札結果調書　（総合評価　除算方式）

入札年月日

入札者

令和5年8月22日

工 事 番 号

ＪＦＥエンジニアリング株式会社　名古
屋支店

工 事 名

施 工 場 所

令和5年度防災安全・地　　　　第 A01－10分0001号

志摩市磯部町恵利原　地内

評価値

119.98

第１回
備　考

落札決定

標準点＋加算点
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【議案第５１号】 主要地方道伊勢磯部線（恵利原橋）橋梁耐震対策（上部工）工事 

橋長 L=86.5m  幅員 W=6.0（7.0）m 

橋梁上部工（鋼単純下路式ランガー桁橋）N=1橋 

【位置図】 

 
【現場状況写真】 

 

 

A2橋台 
A1橋台 

神路ダム湖（二級河川磯部川） 

←至 伊勢 至 志摩→ 

260 

167 

施工場所 

志摩市 
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（２）議案第５２号「工事請負契約の変更について（一般国道368号（大内拡幅） 

道路改良（大内橋上部工）工事）」 

 

議案 第５２号   工 事 請 負 契 約 の 変 更 に つ い て 

工 事 名 一般国道368号（大内拡幅）道路改良（大内橋上部工）工事 

施 工 場 所 伊賀市守田町～伊賀市大内地内 

契約金額      
変更前   763,631,000円（消費税等含む） 

変更後   805,462,900円（消費税等含む） 

請 負 者 

 

住所氏名      

津市栄町2丁目304番地 

株式会社日本ピーエス三重営業所 

所長  野 口 泰 信 

契約工期      令和3年12月23日～令和6年1月21日 

 

工事の概要 

 

橋長 L=188.0m   幅員 W=6.5（9.75）m 

橋梁上部工 

（ポストテンション方式5径間連結ＰＣセグメントＴ桁橋） N=1橋 

桁架設工(架設桁架設） N=25本 

橋梁付属物工 N=1式 

 

変更理由 

 

建設工事請負契約書第 25条第 6 項（インフレスラ

イド条項）に基づき、請負者から賃金等の変動による契

約金額の変更請求があり、工事請負契約における契約

金額の増額変更を行うものである。 

契 約 方 法 随意契約 
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【議案第５２号】 一般国道368号（大内拡幅）道路改良（大内橋上部工）工事 

橋長 L=188.0m  幅員 W=6.5（9.75）m 

橋梁上部工（ポストテンション方式５径間連結PCセグメントT桁橋）N=1橋 

【位置図】 

 

【現場状況写真】 

 

25 

368 
422 

至 上野ＩＣ 

至 名張 

一級河川 木津川 

施工場所 

左岸 

右岸 
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（３）議案第５３号「工事請負契約の変更について（一般県道一志出家線（中川原橋） 

道路改良（橋梁上部工）工事）」 

 

議案 第５３号   工 事 請 負 契 約 の 変 更 に つ い て 

工 事 名 一般県道一志出家線（中川原橋）道路改良（橋梁上部工）工事 

施 工 場 所 津市庄田町地内 

契約金額      
変更前   1,292,500,000円（消費税等含む） 

変更後   1,394,554,700円（消費税等含む） 

請 負 者 

 

住所氏名      

松阪市大津町1607番地の1 

宇野重工・ＪＦＥエンジニアリング特定建設工事共同企業体 

代表者 宇野重工株式会社 

代表取締役  宇野 雄介 

契約工期      令和3年12月23日～令和6年3月1日 

 

工事の概要 

 

橋長 L=337.0m  幅員 W=6.0(9.5)m 

橋梁上部工（鋼6径間連続非合成鈑桁橋） N=1橋 

工場製作工 W=1,030.9t 

鋼橋架設工（クローラクレーンベント架設） W=1,030.2t 

床版工 V=857㎥ 

橋梁付属物工 N=1式 

 

変更理由 

 

建設工事請負契約書第 25 条第 6 項（インフレスラ

イド条項）に基づき、請負者から賃金等の変動による契

約金額の変更請求があり、工事請負契約における契約

金額の増額変更を行うものである。 

契 約 方 法 随意契約 
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【議案第５３号】 一般県道一志出家線（中川原橋）道路改良（橋梁上部工）工事 
橋長 L=337.0m  幅員 W=6.0（9.5）m 
橋梁上部工（鋼６径間連続非合成鈑桁橋）N=1橋 

【位置図】 

 

 

【現場状況写真】 

 

津市 

165 

右岸 

雲出川 

左岸 

施工場所 

一級河川雲出川 

至 久居 

至 一志 
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（４）議案第５４号「工事請負契約の変更について（一般国道167号（磯部ＢＰ） 

道路改良（恵利原五知トンネル（仮称））工事）」 

 

議案 第５４号   工 事 請 負 契 約 の 変 更 に つ い て 

工 事 名 一般国道167号（磯部ＢＰ）道路改良（恵利原五知トンネル（仮称））工事 

施 工 場 所 志摩市磯部町恵利原～志摩市磯部町五知地内 

契約金額      
変更前   7,726,794,900円（消費税等含む） 

変更後   7,833,800,700円（消費税等含む） 

請 負 者 

 

住所氏名      

津市栄町1丁目864番 

前田・稲葉・磯部特定建設工事共同企業体 

代表者 前田建設工業株式会社 三重営業所 

所長 水野 裕史 

契約工期      令和元年10月18日～令和6年2月15日 

 

工事の概要 

 

施工延長 L=2,000.0m  幅員 W=6.5（7.5）m 

トンネル工 L=1,823.0m  内空断面積 A=57.8㎡ 

掘削工（NATM（発破掘削・機械掘削）工法）  

V=141,400㎥ 

   覆工コンクリート工 V=15,450㎥ 

   坑門工 N=2基 

   車道舗装工 A=12,463㎡ 

   排水工 L=3,586m 

   非常駐車帯 N=4箇所 

残土処理工 V=136,500㎥ 

道路工 L=177.0m  大型ブロック積工 A=544㎡ 

 

変更理由 

 

建設工事請負契約書第 25条第 6 項（インフレスラ

イド条項）に基づき、請負者から賃金等の変動による契

約金額の変更請求があり、工事請負契約における契約

金額の増額変更を行うものである。 

 

契 約 方 法 随意契約 
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【議案第５４号】 一般国道167号（磯部BP）道路改良（恵利原五知トンネル（仮称））工事 
施工延長 L=2,000.0m  幅員 W=6.5（7.5）m 
トンネル工 L=1,823.0m  道路工 L=177.0m 

【位置図】 

 

【現場状況写真】 

 

志摩市 
167 

167 

施工場所 
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（６）三重県流域下水道施設指定管理者の指定について 

概要 

１ 議案 

  議案第 63号「三重県流域下水道施設の指定管理者の指定について」 

 

２ 指定の期間   

令和６年４月１日から令和 11年３月 31日まで 

 

３ 指定管理候補者の審査・選定の経緯 

（１）審査の経過 

  令和５年 ７月 21日  第１回選定委員会（審査基準及び配点表を決定） 

  令和５年 10月 26日  第２回選定委員会（ヒアリング審査・総合審査） 

（２）審査結果 

選定委員会において、三重県流域下水道条例等で定めた審査基準に基づき、公益財

団法人三重県下水道公社を審査した結果、指定管理候補者として適当であると判断さ

れました。 

（３）指定管理候補者の選定 

選定委員会の意見を踏まえ、公益財団法人三重県下水道公社を指定管理候補者とし

て選定しました。 

  〔選定理由〕 

・ 提案されている管理運営の基本方針により、三重県流域下水道施設（以下「下

水道施設」という。）の適切な維持管理を図ることができると認められ、かつ下

水道施設の効用を最大限に発揮することができると認められること。 

・ 下水道施設の管理に係る経費の縮減を図ることができると認められること。 

・ 有資格者をはじめとする人員の配置計画や近年の決算状況から、事業計画に沿

った管理を安定して行うために必要な人員及び財政的基盤を有していると認め

られること。 

 

４ 今後の予定 

  令和５年 12月    指定管理者の指定 

  令和６年 ３月    基本協定書の締結 

  令和６年 ４月    指定管理者による施設管理の開始 
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三重県流域下水道施設の指定管理者の指定について（別冊） 

 

１ 議案 

   議案第 63号「三重県流域下水道施設の指定管理者の指定について」 

 

２ 指定管理者の指定 

県土整備部が所管している「三重県流域下水道施設」について、令和６年

４月１日から指定管理者による管理を行わせるため、三重県流域下水道条例

（令和元年三重県条例第 27号）第 14条第２項の規定に基づく指定管理者の

指定についての議決を得ようとするものです。 

 

３ 対象施設と指定管理候補者の名称等 

施設名称 設置場所 
指定管理候補者の 

所在地・名称・代表者 

三重県流域下水道

施設 

北部浄化センター 

（川越町大字亀崎新田 

80番地２）  

他 ５処理場 

松阪市高須町 3922番地 

公益財団法人三重県下水道公社 

理事長 真弓 明光 

 

４ 指定の期間 

   令和６年４月１日から令和 11年３月 31日まで 

 

５ 指定管理候補者の審査・選定の経緯 

（１）指定管理者の申請状況 

次の団体に対して指定管理者の指定申請を求めた結果、令和５年９月 22

日に同団体から申請がありました。 

   ・ 公益財団法人三重県下水道公社 (松阪市高須町 3922番地) 

（２）指定管理候補者の審査選定の経過 

指定管理候補者の選定過程の透明性を高め、公正な手続きを確保するた

め、外部有識者等による「三重県流域下水道施設指定管理者選定委員会」

を設置し、経費だけではなくサービス提供の水準なども含めて総合的な審

査を行いました。 

ア 選定委員会構成員   

委員長   勝又 英之（三重大学大学院工学研究科 准教授） 

 委員   黒田 朱里（公認会計士） 

 委員   前田 朝子（三重県中小企業レディース中央会 会長） 

 委員   森  公子（公募委員） 

 委員    山本 純 （地方共同法人日本下水道事業団 

東海総合事務所運用支援課 専門幹） 
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イ 審査の経過  

 令和５年 ７月 21日 第１回選定委員会（審査基準及び配点表を決定） 

    令和 10月 26日 第２回選定委員会（ヒアリング審査・総合審査） 

ウ 提案内容及び審査の概要等  

   審査基準、県が求めた水準及び申請団体の主な提案内容等については、

別紙「提案内容及び審査の概要」のとおりです。   

エ 審査結果  

    選定委員会において、三重県流域下水道条例等で定めた審査基準に基

づき、公益財団法人三重県下水道公社を審査した結果、指定管理候補者

として適当であると判断されました。 

    なお、次のとおり付帯意見がありました。 

（情報の発信） 

普及啓発等の情報発信について、メディアの活用に一層取り組むこと。 

（施設の管理） 

機器の故障について、可能な限り迅速に対応するとともに、故障時の

代替措置について、事前に検討すること。 

（災害時の対応） 

災害時における施設見学者や施設に避難する地域住民への対応につ

いて、より具体的に BCP等に整理すること。 

オ 指定管理候補者の選定 

選定委員会の意見を踏まえ、公益財団法人三重県下水道公社を指定管 

理候補者として選定しました。 

カ 選定した理由 

・ 提案されている管理運営の基本方針により、三重県流域下水道施設（以

下「下水道施設」という。）の適切な維持管理を図ることができると認

められ、かつ下水道施設の効用を最大限に発揮することができると認め

られること。 

・ 下水道施設の管理に係る経費の縮減を図ることができると認められる

こと。 

・ 有資格者をはじめとする人員の配置計画や近年の決算状況から、事業

計画に沿った管理を安定して行うために必要な人員及び財政的基盤を

有していると認められること。 

 

６ 期待される効果 

今回、選定した指定管理候補者が管理運営業務を実施することにより、 

民間の幅広い経験と豊富な知識などを効果的に活用することで、各施設の効

用を最大限に発揮し、県民サービスの向上及び経費の節減などの効果が見込

まれます。 
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７ 協定書で定める主な項目 

指定管理者の指定の議決を受けた後、県と指定管理者との間において、 

指定期間を通じての基本的な事項を定める「基本協定」と、年度毎の事業実

施に係る事項を定める「年度協定」を締結することとしています。 

   指定管理者と締結する基本協定のなかで定める主な項目は、次のとおり

です。 

（１）県施策への配慮 

人権尊重社会の実現、男女共同参画社会の実現、持続可能な循環型社会 

の創造に向けた環境保全活動、ユニバーサルデザインのまちづくり、障が

いを理由とする差別の解消、障害者就労施設等からの優先的な調達、次世

代育成支援、市町消防団への協力、自然災害防災対応、地域安全対策、花

とみどりの活用等の県が推進する施策に配慮した管理運営を行うよう指

定管理者に求めます。 

（２）情報公開及び個人情報保護 

「三重県情報公開条例」の趣旨に則り、管理業務にかかる情報の公開に 

関する規定を整備し、管理業務を開始する日から情報公開を実施するよう、

指定管理者に求めます。また、管理業務を実施するにあたり、個人の権利

利益を侵害することのないよう、個人情報を適切に取り扱うように指定管

理者に求めます。 

（３）第三者による実施 

指定管理者が管理業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる場 

合には、事前に県の承認を受けることを義務づけるとともに、責任の所在、

費用分担について予め定めます。 

（４）緊急事態発生時の対応 

管理業務の実施に関連して事故や災害の緊急事態が発生した場合、又 

は発生するおそれのある場合は、直ちに適切な応急措置を行うとともに、

県及びその他の関係者に対して緊急事態が発生した旨を通知し、必要な措

置について協議するよう指定管理者に求めます。 

（５）リスク分担 

管理業務を実施するにあたり支障を生じさせるおそれのある事項につ

いての分担を予め定めます。 

（６）業務計画書の提出 

指定管理者より毎事業年度提出される業務計画書については、運転・監

視・施設点検計画、実施体制等を記載するよう求めます。 

（７）業務報告書の提出 

指定管理者より毎月提出される業務報告書については、汚水処理量、流

入水及び放流水の水質等の記載を求めます。 

（８）事業報告書の提出 

指定管理者より毎事業年度終了後に提出される事業報告書については、

管理業務の実施状況、管理業務に関する経費の収支状況、成果目標とその

実績等の記載を求めます。 
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（９）実施状況の調査、指示等 

管理業務の実施状況の確認及び評価を行うため、県は随時、当該施設 

に立ち入り、説明を求めることができるものとします。 

    この調査の結果、管理業務の実施状況が事前に示した成果目標等の基

準を満たしていない場合は、指定管理者に対し必要な指示や改善勧告を

行うこととします。 

 

８ 今後の予定 

   指定管理者の指定の議決を得た後は、次のスケジュールにより具体的な

手続きを進めます。 

  令和５年 12月 指定管理者の指定 

  令和６年 ３月 基本協定書の締結 

  令和６年 ４月 指定管理者による施設管理の開始 
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施設名：三重県流域下水道施設

主な提案内容

公益財団法人三重県下水道公社

1
事業計画の内容が、流域下水道の適切な維持
管理を図ることができるものであるか。

①管理経営の基本方針が適切で、効率的で安
全、かつ実現性のある管理ができるものと
なっているか。

　公社の経営理念のもと、次の７つの基本運営方針を掲げて事業を実施
するとともに、組織運営に取り組む。
＜公社の経営理念＞
　私たちは確かな技術と情熱を持って、いかなるときも県民のみなさん
に下水道のある快適なくらしを提供し、誰からも信頼される公社をめざ
します
＜基本運営方針＞
１　放流水質基準値の遵守による公共用水域の水質保全及び改善
２　設備・機器の計画的な点検、修繕による施設の適正管理
３　効果的・効率的な運転管理によるコストの縮減
４　危機管理のさらなる強化
５　県民の下水道事業に対する関心の醸成と魅力の発信
６　行政機関への支援
７　人材育成と技術力の向上

②見学者への対応は適切に行われるものと
なっているか。

　主要なターゲットを子どもたちとし、以下に取り組む。
①施設見学
目標：浄化センター見学者受け入れ数　年間5，000人以上
　　　施設見学アンケートの満足度（小学校） 100％
②出前教室
目標：出前講座実施数　年間30回以上
　　　出前講座アンケートの満足度　 100％

③情報の保護管理は適切に行われるものと
なっているか。

　公社規程に基づき、個人情報保護及び情報公開について対応する。

④情報の発信は適切に行われるものとなって
いるか。

　公社ホームページで、下水道の仕組みや公社の紹介動画、調査研究、
入札情報（流域下水道施設の維持管理にかかる工事・修繕・点検業
務）、水質情報（各浄化センターから放流している排水の水質検査結果
を毎月公開）について、随時発信する。
　「メディア（特にテレビ）の活用」について引き続き積極的に取り組
むこととし、たとえば公社としての番組制作を行うなど、よりレベル
アップした、より効果的な広報を実施する。

提案内容及び審査の概要

審査基準 県が求めた水準

　いかなる状況においても安全円滑に三重
県流域下水道施設（以下「下水道施設」と
いう。）を運転し、受益者に対し安定した
サービスを提供すること。

別紙
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施設名：三重県流域下水道施設

主な提案内容

公益財団法人三重県下水道公社
審査基準 県が求めた水準

2
事業計画の内容が、流域下水道の効用を最大
限に発揮することができるものであるか。

①放流水質への管理が適切に行われるものと
なっているか。

　生物処理機能の調整により安定的に放流水質をコントロールする技術
を高めるとともに、能動的な栄養塩類管理運転に資するため、季節別に
放流水質管理値を設定し、 放流水質がその水準内に収まるような運転管
理に努める。
　目標を達成するため、「下水道処理施設管理技士」の要件を満たす者
等、運転管理に必要な知識を持った職員を配置する。

②周辺への配慮は適切に行われるものとなっ
ているか。

　放流先への配慮として塩素の低減化運転及び水質調査、底質調査、悪
臭・騒音調査、生物調査等を実施する。
　浄化センター周辺地域への配慮として臭気抑制対策、美化活動を実施
する。

③施設の管理、保守点検等が適切に行われる
ものとなっているか。

　施設管理業務は、景観維持、汚損や劣化の防止、機能維持の考え方に
基づき管理する。
　運転管理業務は、流入状況把握、運転方法決定、操作指示、水質試験
及び結果報告、中央監視データ確認、記録保管の順で実施する。運転方
法の決定、水質試験による工程確認は重要な技術業務であるため公社職
員が直営で実施し､中央監視室での24時間連続監視、機器の遠隔操作、自
動運転設定・調整等の作業は当該業務を専門に履行する業者に委託す
る。
　機械設備の保守については､保守点検を行い､故障の兆候を見極めて早
期に対応し故障件数を減らすとともに、故障から復旧に至るまでの対応
方針の決定を１ケ月以内と期限を設定し､迅速な対応により常に良好な処
理機能を維持するよう努める。また、県のストックマネジメント計画の
運用にあわせてオーバーホールの時期を調整するなど積極的に協力す
る。

④安全管理体制が確立されているか。
　職員に対し、定期的な保安教育、特殊作業等へ安全衛生管理の有資格
者を配置、有機溶剤を扱う職員へ法令で定める特別健康診断を実施す
る。

⑤災害等緊急時の対応が適切に行われるもの
となっているか。

　あらゆる災害に対応するため、「下水道業務継続計画（下水道BCP）～
災害対応マニュアル～」を策定し、配備体制や指揮命令系統を明確して
いる。また、「年間訓練計画」を立て、大規模地震発生等を想定した図
上・実動訓練等を実施する。
　その他、水処理工程に深刻なダメージを与える設備故障や施設内での
火災・爆発事故等の緊急事態に対して的確に対応する。

　下水道施設の効率的な運営を行い、閉鎖
性水域である伊勢湾及びその流域の水質保
全に努めること。
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施設名：三重県流域下水道施設

主な提案内容

公益財団法人三重県下水道公社
審査基準 県が求めた水準

3
事業計画の内容が、流域下水道の管理に係る
経費の縮減を図るものであるか。

①事業計画及び収支予算計画は適切か。

②経費の縮減に向けた取組や工夫がなされて
いるか。

　従前から実施してきた対策を今後も可能な限り継続して実施するとと
もに、電力使用量原単位、薬品使用量原単位、汚泥発生量原単位につい
て令和5年度の実績を超えないことを目標値として設定してコスト縮減に
取り組む。

4
指定を受けようとするものが、事業計画に
沿った管理を安定して行うために必要な人員
及び財政的基盤を有しているか。

①業務を適切に実施できる組織・人員体制と
なっているか。

　各浄化センターには電気・機械・化学の専門職員を配置し、効率性、
危機管理、品質・精度の視点で業務水準が最も高くなる方法を今後も追
求する。
　水処理施設、汚泥処理施設の運転管理を担当する職員として、各浄化
センターに「下水道処理施設管理技士の要件を満たす者」又は「下水道
技術検定第３種合格者」を１名以上配置する。

②指定期間内に安定的に事業を継続できる財
務体質を有しているか。

　最近数年間の決算状況のとおり、安定した経営を継続できる財務体質
を有している。

　選定委員会において、公益財団法人三重県下水道公社を審査した結
果、指定管理候補者として適当であると判断された。

候補者の名称等

選定委員会の講評（付帯意見）

（情報の発信）
　普及啓発等の情報発信について、メディアの活用に一層取り組むこと。
（施設の管理）
　機器の故障について、可能な限り迅速に対応するとともに、故障時の代替措置について、事前に検討すること。
（災害時の対応）
　災害時における施設見学者や施設に避難する地域住民への対応について、より具体的にBCP等に整理すること。

　コスト縮減を行い、流域関連市町や受益
者の負担軽減を図ること。

　管理を安定的に実施できる人材や財政的
基盤を有すること。

総合審査結果

団体の名称等 松阪市高須町３９２２番地　公益財団法人三重県下水道公社　理事長　真弓　明光

単位：千円

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 合計

県提示価格① 5,995,893 6,199,467 6,209,575 6,350,846 6,354,470 31,110,251

提案価格② 5,992,808 6,196,492 6,206,710 6,347,800 6,350,869 31,094,679

差引額(①－②) 3,085 2,975 2,865 3,046 3,601 15,572
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（７）（８）（９）（１０） 

三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅の指定管理者の指定について 

概 要 

 

１ 議案 

  議案第 64号「三重県営住宅（北勢ブロック）の指定管理者の指定について」 

議案第 65号「三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅（中勢伊賀ブロック）の指 

定管理者の指定について」 

議案第 66号「三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅（南勢ブロック）の指定管 

理者の指定について」 

議案第 67号「三重県営住宅（東紀州ブロック）の指定管理者の指定について」 

 

２ 指定の期間   

令和６年４月１日から令和 11年３月 31日まで 

 

３ 指定管理候補者の審査・選定の経緯 

（１）審査の経過 

令和５年 ６月 27日 第１回選定委員会（審査基準及び配点表の審議検討） 

令和５年 10月 4日 第２回選定委員会（ヒアリング審査・総合審査） 

（２）審査結果（評価点数） 

施設名称 順 位 

三重県営住宅 

（北勢ブロック） 

第 1順位 鈴鹿亀山不動産事業協同組合 

（評価点 1,922点） 

三重県営住宅及び 

三重県特定公共賃貸住宅 

（中勢伊賀ブロック） 

第 1順位 伊賀南部不動産事業協同組合 

（評価点 1,924点） 

三重県営住宅及び 

三重県特定公共賃貸住宅 

（南勢ブロック） 

第 1順位 三重県南勢地区管理事業共同体 

（評価点 1,946点） 

三重県営住宅 

（東紀州ブロック） 

第 1順位 三重県南勢地区管理事業共同体 

（評価点 1,946点） 

上記の結果を踏まえ、第１順位の団体について総合審査を行い、指定管理候補者と

して適当であると判断されました。 
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（３）指定管理候補者の選定 

選定委員会の意見を踏まえ、以下の点で指定管理者としての適格性が認められるこ

とから、選定委員会の審査において第１順位となった団体を指定管理候補者として選

定しました。 

  〔選定理由〕 

 ・申請団体には、公の施設を管理する者としての意欲・責任が感じられ、運営管

理の方針が県営住宅の設置目的に合致している。 

・三重県の提示する成果目標を達成するための体制も構築できている。 

【北勢ブロック・中勢伊賀ブロック】 

    ・災害への準備や災害時の対応及び体制も構築できている。  

                     【南勢ブロック・東紀州ブロック】 

・これまでの指定管理者としての経験を踏まえ、県営住宅を取り巻く様々な課題

について、地域性を踏まえた、入居者サービスの向上に取り組むことが期待でき

る。 

 

４ 今後の予定 

令和５年 12月  指定管理者の指定 

  令和６年 ３月  基本協定書の締結 

  令和６年 ４月  指定管理者による施設管理の開始 
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三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅の 

指定管理者の指定について（別冊） 

 

 

１ 議案 

  議案第 64号「三重県営住宅（北勢ブロック）の指定管理者の指定について」 

議案第 65号「三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅（中勢伊賀ブロッ 

ク）の指定管理者の指定について」 

議案第 66 号「三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅（南勢ブロック） 

の指定管理者の指定について」 

議案第 67号「三重県営住宅（東紀州ブロック）の指定管理者の指定につい 

て」 

 

２ 指定管理者の指定 

県土整備部が所管している「三重県営住宅（北勢ブロック）」、「三重県営住

宅及び三重県特定公共賃貸住宅（中勢伊賀ブロック）」、「三重県営住宅及び三

重県特定公共賃貸住宅（南勢ブロック）」及び「三重県営住宅（東紀州ブロッ

ク）」について、令和６年４月１日から指定管理者による管理を行わせるため、

三重県営住宅条例（平成９年三重県条例第 52号）第 54条第２項及び三重県特

定公共賃貸住宅条例（平成８年三重県条例第 28号）第 33条第２項の規定に基

づく指定管理者の指定についての議決を得ようとするものです。 

 

３ 対象施設と指定管理候補者の名称等 

施設名称 設置場所 
指定管理候補者の 

所在地・名称・代表者 

三重県営住宅 

（北勢ブロック） 

県営住宅川成団地 

（桑名市大字矢田 424‐

74） 

他 14団地 

鈴鹿市寺家町 1085番地の１  

鈴鹿亀山不動産事業協同組合 

代表理事 鈴木 基幸 

三重県営住宅及び三

重県特定公共賃貸住

宅 

（中勢伊賀ブロック） 

県営住宅千里団地 

（津市河芸町千里ケ丘 69

番地） 

他 20団地 

名張市鴻之台２番町 19番地 

伊賀南部不動産事業協同組合 

代表理事 富永 巖 

三重県営住宅及び三

重県特定公共賃貸住

宅 

（南勢ブロック） 

県営住宅大黒田団地 

（松阪市五月町 1497番地）  

他 15団地 

名張市鴻之台２番町 19番地 

三重県南勢地区管理事業共同体 

代表 富永 巖 
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三重県営住宅 

（東紀州ブロック） 

県営住宅泉団地 

（尾鷲市泉町 22‐11）  

他６団地 

名張市鴻之台２番町 19番地 

三重県南勢地区管理事業共同体 

代表 富永 巖 

 

４ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和 11年３月 31日まで 

   

５ 指定管理候補者の審査・選定の経緯 

（１）指定管理者の応募状況 

   指定管理者の募集を令和５年８月８日から令和５年９月 15日まで行った

結果、各ブロック、それぞれ１団体から応募申請がありました。 

施設名称 申請者名 

三重県営住宅 

（北勢ブロック） 

鈴鹿亀山不動産事業協同組合 

（鈴鹿市寺家町 1085番地の１） 

三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅 

（中勢伊賀ブロック） 

伊賀南部不動産事業協同組合 

（名張市鴻之台２番町 19番地） 

三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅 

（南勢ブロック） 

三重県南勢地区管理事業共同体 

（名張市鴻之台２番町 19番地） 

三重県営住宅 

（東紀州ブロック） 

三重県南勢地区管理事業共同体 

（名張市鴻之台２番町 19番地） 

 

（２）指定管理候補者の審査選定の経過 

   指定管理候補者の選定過程の透明性を高め、公正な手続きを確保するた

め、三重県営住宅条例及び三重県特定公共賃貸住宅条例に基づき、外部有

識者等で構成する選定委員会を設置し、サービス水準や経費などについて

総合的な審査を行いました。 

 

ア 選定委員会構成員   

委員長   近藤 早映 （三重大学大学院工学研究科准教授） 

委員長代理 黒田 朱里 （公認会計士） 

委 員   久保田久美 （一般社団法人三重県介護支援専門員協会副会長） 

委 員   笠原 芳彦 （独立行政法人都市再生機構中部支社 

管理企画課長） 

委 員   吉田清一郎 （公募委員） 
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イ 審査の経過  

令和５年 ６月 27日 第１回選定委員会（審査基準及び配点表の審議検討） 

令和５年 10月 4日 第２回選定委員会（ヒアリング審査・総合審査） 

 

ウ 提案内容及び審査の概要等  

審査基準、県が求めた水準及び申請団体の主な提案内容等については、 

別紙「提案内容及び審査の概要」のとおりです。 

 

エ 審査結果（評価点数） 

三重県営住宅条例及び三重県特定公共賃貸住宅条例等で定めた選定基準

に基づき審査した結果、次のとおり順位を決定しました。 

なお、次のとおり、委員会から各ブロックの「今後取り組むべき課題」

も提示されています。 

施設名称 順 位 

三重県営住宅 

（北勢ブロック） 

第 1順位 鈴鹿亀山不動産事業協同組合 

（評価点 1,922点） 

三重県営住宅及び 

三重県特定公共賃貸住宅 

（中勢伊賀ブロック） 

第 1順位 伊賀南部不動産事業協同組合 

（評価点 1,924点） 

三重県営住宅及び 

三重県特定公共賃貸住宅 

（南勢ブロック） 

第 1順位 三重県南勢地区管理事業共同体 

（評価点 1,946点） 

三重県営住宅 

（東紀州ブロック） 

第 1順位 三重県南勢地区管理事業共同体 

（評価点 1,946点） 

 

  【今後取り組むべき課題】 

   入居率の向上や孤立死の防止といった、県営住宅を取り巻く様々な課題

について、他県の事例などを参考に民間事業者と新たな関係性を構築する

など、申請団体独自の創意工夫が一層求められる。また、既存の取組を継

承し続けるのではなく、過去の取組から課題を洗い出し、改善策を立て、

地域にあった新たな取組として実施することが必要である。 

   計画の実効性については、事業計画書に記載された各種提案を具体化し、

指定管理者独自のＫＰＩ（重要業績評価指標・重要達成度指標）を設ける

ことが重要であるので、ＫＰＩを作成したうえで、その達成状況を客観的

に評価し、改善に繋げていく必要がある。 

 

オ 指定管理候補者の選定 

選定委員会の意見を踏まえ、第１順位とされた団体を指定管理候補者と

して選定しました。 
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カ 選定した理由  

・申請団体には、公の施設を管理する者としての意欲・責任が感じられ、

運営管理の方針が県営住宅の設置目的に合致している。  

・三重県の提示する成果目標を達成するための体制も構築できている。 

【北勢ブロック・中勢伊賀ブロック】 

・災害への準備や災害時の対応及び体制も構築できている。  

【南勢ブロック・東紀州ブロック】 

・これまでの指定管理者としての経験を踏まえ、県営住宅を取り巻く様々

な課題について、地域性を踏まえた、入居者サービスの向上に取り組むこ

とが期待できる。 

 

６ 期待される効果 

今回、選定した指定管理候補者が管理運営業務を実施することにより、民間

の幅広い経験と豊富な知識などを効果的に活用することで、各施設の効用を最

大限に発揮し、県民サービスの向上及び経費の節減などの効果が見込まれます。 

 

７ 協定書で定める主な項目 

指定管理者の指定の議決を受けた後、県と指定管理者との間において、指定

期間を通じての基本的な事項を定める「基本協定」と、年度毎の事業実施に係

る事項を定める「年度協定」を締結することとしています。 

指定管理者と締結する基本協定のなかで定める主な項目は、次のとおりです。 

 

（１）県施策への配慮 

「人権尊重社会の実現」、「男女共同参画社会の実現」、「持続可能な循環 

型社会の創造に向けた環境保全活動」、「ユニバーサルデザインのまちづく

り」、「障がいを理由とする差別の解消」、「障害者就労施設等からの優先的

な調達」、「次世代育成支援」、「市町消防団への協力」、「自然災害防災対応」

といった、県の推進する施策に配慮した管理運営を行うよう指定管理者に

求めます。 

（２）情報公開及び個人情報保護 

「三重県情報公開条例」の趣旨に則り、管理業務にかかる情報の公開に関

する規定を整備し、管理業務を開始する日から情報公開を実施するよう、

指定管理者に求めます。また、管理業務を実施するにあたり、個人の権利

利益を侵害することのないよう、個人情報を適切に取り扱うように指定管

理者に求めます。 

（３）第三者による実施 

指定管理者が管理業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる場合  

には、事前に県の承認を受けることを義務づけるとともに、責任の所在、

費用分担について予め定めます。 
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（４）緊急事態発生時の対応 

管理業務の実施に関連して事故や災害の緊急事態が発生した場合又は発

生するおそれがある場合は、直ちに適切な応急措置を行うとともに、県及び

その他の関係者に対して緊急事態が発生した旨を通知し、必要な措置につい

て協議するよう指定管理者に求めます。 

（５）リスク分担 

管理業務を実施するにあたり支障を生じさせるおそれのある事項につい

ての分担を予め定めます。 

（６）業務実施計画書の提出 

   指定管理者より四半期毎に提出される業務実施計画書については、定期

募集や保守点検業務等の実施計画の記載を求めます。 

（７）業務進捗報告書の提出 

指定管理者より四半期毎に提出される業務報告書については、定期募集や

保守点検業務等の実施状況の記載を求めます。 

（８）業務実績報告書の提出 

   指定管理者より毎事業年度終了後に提出される業務実績報告書について

は、管理業務の実施状況、施設の利用状況、成果目標及びその実績等の記

載を求めます。 

（９）実施状況の調査・指示等 

管理業務の実施状況の確認及び評価を行うため、県は随時、当該施設に 

立ち入り、説明を求めることができるものとします。 

この調査の結果、管理業務の実施状況が事前に示した仕様書等の基準を満

たしていない場合は、指定管理者に対し必要な指示や改善勧告を行うことと

します。 

 

８ 今後の予定 

指定管理者の指定の議決を受けた後は、次のスケジュールにより具体的な 

手続きを進めます。 

  令和５年 12月  指定管理者の指定 

  令和６年 ３月  基本協定書の締結 

  令和６年 ４月  指定管理者による施設管理の開始 
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主な提案内容

　鈴鹿亀山不動産事業協同組合

公の施設を管理する者としての意
欲・責任が感じられるか

①県営住宅の健全かつ専門的な運営管理、②安全・安心で快適な施設環境の提供、③地域に密
着した地元企業による迅速できめ細かいサービス提供により、入居者の安心、安全及び満足度向
上に繋げる。

運営管理の方針が県営住宅の設
置目的に合致しているか

高い公共性、透明性を持った安全・快適な公営住宅環境の提供を実現するため、次のような視点
で県営住宅の管理運営を行う。

①公営住宅の設置目的を達成する運営管理
②人権を尊重し、すべての入居者に公平で平等な運営管理
③コンプライアンスに忠実な運営管理
④高い管理水準の確保と経費の削減
⑤行政に準じた業務執行

(2)県民へのサービス
についての考え方

入居者及び入居希望者に対して公
平・公正なサービスがなされるか

①入居希望者へのわかりやすい広報
②安全・安心・快適な住環境の提供
③入居者との円滑なコミュニケーションによる信頼関係の構築
④入居者サービスの向上

提案内容及び審査の概要

審査基準 配点

施設名：三重県営住宅（北勢ブロック）

得点

(1)管理の理念・方針

　１　管理業務に当たっての基本方針

272点

(3)県が進める施策の
実現に関する取組

三重県が重点的に推進する施策を
理解し、指定管理者の立場から県
施策の実現に取り組む姿勢が感じ
られるか

特に、次の①から③までの施策に取り組む。

①地域安全対策
　 高齢者、障がい者世帯等災害時に配慮が必要な入居者情報を職員全体で共有し、定期的な安
全対策訓練・研修を実施する。
②自然災害防災対応
　 職員による迅速な応急危険度判定・被災宅地危険度判定により、入居者の安全安心を確保す
る。また、家具の転倒防止といった防災意識の向上に繋がる勉強会を開催する。
③花とみどりの活用
　 地元自治会・地域づくり協議会等とタイアップする。

県が求めた水準

・ 自らの創意工夫を活かし、県営
住宅の設置目的 に沿った施設
の効用を最大限発揮させる。

・ 公平・公正な立場での対応を
確立するとともに、サービス向上
及び経費の縮減を図り、もって県
民福祉の一層の増進を図る。

400点

別紙
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主な提案内容

　鈴鹿亀山不動産事業協同組合
審査基準 配点 得点県が求めた水準

①管理業務にかかる組織体制は、
仕様書及び県営住宅管理マニュア
ルで定める業務水準を満たしてい
るか

①職員10名を配置し、電話対応、窓口対応及び団地巡回にあたる。

②団地管理（巡回を含む）の方法及
び体制、③入居関係手続の窓口対
応について、仕様書及び県営住宅
管理マニュアルで定める業務水準
を満たす方法・体制は確立されてい
るか

①月３回の「定期巡回」と個別の事案に応じて訪問する「個別巡回」を実施する。個別巡回では、
自治会長や管理人などからの情報収集に努める。
②申請者の車にAEDを設置し、また、職員が普通救命講習を受講するなどAEDの操作ができるよ
うにする。
③電話対応・窓口対応は「接遇マニュアル」をもとに対応する。「応対票」を１案件１枚作成し、い
つ・だれが・どんな用件で・どんな対応をしたのかを書面に記載し、職員全員で情報を共有する。

(2)職員の配置計画
業務遂行に当たって、適材適所に
人数が配置されているか

職員10名
　・一級建築士2名、応急危険度判定士1名
　・通訳1名（非常勤）

(3)職員の研修計画
人材育成方針及び研修計画は適
切であるか

①職員が中心となった月例会議を実施し個々の能力向上を目指す。
②役員と職員の意思疎通を図り、風通しの良い、発言できる職場を目指す。
③実践形式に基づく研修（OJT）と座学による研修（OFF‐JT）を組み合わせた研修体系を確立す
る。

①入居者の要望・苦情処理対応に
ついて、処理マニュアル等が確立さ
れているか

①様々な手法（ご意見はがき、入居者相談窓口、アンケート調査、ヒアリング調査）で入居者の意
見・要望を収集する。
②夜間・休日は、夜間・休日サポートシステムを活用し、24時間体制で対応する。
③苦情対応マニュアルの作成・活用により、適正かつ迅速な苦情対応が行える体制を整備する。

②生活弱者について理解している
か、また、その対応等が確立されて
いるか

次のような措置を講じることによって、安定的かつ継続的な住環境を提供する。
　
①優先入居のガイダンスを実施する。
②「face to face」の関係を構築する。
③高齢者の単身世帯や体調の優れない方を定期的に訪問する。

③不法入居者に対する取り締まり
体制、対象者の発見及び指導、県
への報告（協力）体制が確立されて
いるか

①入居申請時や収入申告提出時に複数の職員でチェックする。
②団地巡回や入居者からの通報があれば、深夜・早朝を問わず事実確認をし、是正指導を実施
する。

(1)管理体制

(4)管理業務の実施方
針

1,440点

　２　管理業務の実施方針

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。

2,400点
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主な提案内容

　鈴鹿亀山不動産事業協同組合
審査基準 配点 得点県が求めた水準

④入居募集対策修繕について、入
居率の向上のために、修繕期間の
短縮等様々な工夫がなされている
か

①組合員、賛助会員の地域に適合した技術・経験・ノウハウ等を最大限に活用する。
②計画的な募集対策修繕を実施し（傷み具合のランク付けによる修繕計画）、経費節減・品質確
保に努める。
③空室を定期的に清掃し、劣化を防止する。
④畳をフローリングにし、襖を木製建具にすることで、修繕費を縮減する。

⑤公営住宅管理システムデータの
セキュリティ管理は十分か
　ア　外部への情報漏洩の防止
　イ　データの扱いに関する職員へ
の周知・教育

①統括保護管理者を設置し、データセキュリティ管理の具体的な措置を講じる。
②毎年１回職員研修を実施し、情報管理マニュアルを作成・活用する。

⑥修繕・保守管理経費の縮減策に
ついて、最小の費用で最大の効果
が図られる工夫がなされているか

①三重県の制度に準じた、適切で厳正な入札の実施（工事関連委員会の設置）
②修繕履歴書の作成・活用
③職員の直営による修繕経費の削減
④予防保全による修繕費増加の抑制（不具合が広範囲に渡る前に修繕や部品交換を実施）

⑦修繕・保守管理の作業員及び入
居者等に対する安全管理方針は確
立されているか

①「安全管理対策」を策定し、修繕・保守管理等の作業員に周知徹底する。
②入居者や周辺住民に対し、工事着手前に工事予告をする。
③工事中は、入居者等の通路の安全を確保するとともに、重機・クレーンを使用する場合等は、周
辺の安全を確認する。
④遊具についてはチェックリストを作成し、「遊具の日常点検講習会」修了者が点検を実施する。

①入居者への利便性の向上に資
する新しいサービスの提供を示して
いるか

①災害時の避難場所一覧の作成
②（パワーポイントを活用した）資格審査説明会・入居説明会の実施
③業務時間の延長
④広報紙の発行
⑤防災訓練・防災勉強会の実施

②住棟及び附属建築物をその状態
に応じて点検・管理し、その点検結
果を共有する体制を確立している
か

①「定期巡回」及び「個別巡回」の結果を「団地巡回集計システム」に入力し、一元管理する。
②早急に共有すべき事案は毎朝の朝礼時に、その他の事案は「応対票」を書面で回覧し、社内勉
強会で検討する。

(4)管理業務の実施方
針

(5)入居者サービス向
上策

1,440点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。

2,400点
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主な提案内容

　鈴鹿亀山不動産事業協同組合
審査基準 配点 得点県が求めた水準

③入居者からの修繕の依頼に迅速
かつ誠実に対応できる体制を確立
しているか

①営業時間内は修繕会社に依頼し１時間以内に対応するとともに、営業時間外は夜間・休日サ
ポートセンターから修繕会社に連絡し対応できる体制を構築する。
②入居者からの修繕依頼に基づき修繕業務を実施するときは、経験豊富な職員が不具合の内容
を把握・確認したうえで対応する。

(6)個人情報等の取扱
い

個人情報の保護・情報公開に対す
る考え方と取組は適切なものであ
るか

個人情報保護体制を確立する。申請者独自の個人情報保護規程を作成するとともに、マニュアル
を作成し、周知徹底する。また、県の情報公開に積極的に協力する。

①夜間・休日における対応・体制は
適切であるか

夜間・休日サポートシステムを利用し、24時間・365日対応する。その場合も職員がフォローする。

②災害に備えた準備、災害時にお
ける対応・体制は適切であるか（特
に、入居者の６割を超える高齢者
への対応）

①火災・地震等の災害発生時の緊急体制の整備
②緊急対応マニュアルの作成・活用
③防災勉強会の実施

①業務に関しての提案（例：地域コ
ミュニティ向上につながる取組、業
務の効率化、建物・設備等の長寿
命化対策等について）

①建物・設備等の長寿命化に関する措置・対策を提案するとともに、②無断駐車防止機「マイパー
キング」による不正駐車の防止に取り組む。

②県が提起する課題の解決方法
ア　入居率の向上について（施設の
有効活用策を含む。）

①ポスターの掲示や関係機関への情報提供に取り組む。
②空き家修繕後の写真を申請者HPに掲載し、清潔であることをPRする。
③子育て世帯のために３DKから２LDKに改修し、子育て向け住戸を増やしていく。
④「古くて暗い」イメージを払拭するため外壁塗装を新しくしていく。

(8)その他の提案

(7)緊急時の対応・対
策

(5)入居者サービス向
上策

1,440点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。

2,400点
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主な提案内容

　鈴鹿亀山不動産事業協同組合
審査基準 配点 得点県が求めた水準

②県が提起する課題の解決方法
イ　孤立死防止の取組について

①団地巡回や管理人・入居者から情報取集するとともに、②新聞配達員や水道事業者等に通報
を依頼し、入居者の見守りを実施する。
③通報後は、住宅政策課や団地自治会と連携し現地を確認する。また、入居者の親族や保証人
と連絡を取り、入居者の安否確認を行う。緊急性があると判断した場合は、警察や消防へ通報し、
必要に応じて各市町の福祉部局へ連絡し、住戸内に立ち入る。

②県が提起する課題の解決方法
ウ　外国人に対するコミュニケー
ション手段の充実について

①通訳を通じて意思疎通を図るとともに、翻訳アプリをインストールしたタブレットを配備する。
②外国人向けのチラシを作成・配布して、外国人入居者の生活に役立てる。

(1)申請団体の概要
（人員確保策を含む。）

指定管理業務を安定して実施する
うえでの人員確保策はどのようなも
のか

・ 県営住宅の管理を適切に遂行
するに十分な人員・実績を有して
いること。

指定管理業務受託中であり、現在の人員で対応できる。

財政状態に問題はないか。
　①手元流動比率
　何か月分の売上相当現金と現金
等価物があるかを図る尺度
　多いほどよい
　②流動比率
　１００％以上で当面の支払能力あ
り
　③固定比率
　１００％以下であることが望ましい
　④自己資本比率
　多いほどよい

過去３年間の経営状況表にあるとおり、県営住宅の管理を安定的に実施できる財政的な基盤を有
している。

(8)その他の提案

　３　申請者の状況

162点

1,440点

(2)経営状況表

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。

・ 県営住宅の管理を安定的に遂
行できる財政的基盤を有するこ
と。

2,400点

250点
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主な提案内容

　鈴鹿亀山不動産事業協同組合
審査基準 配点 得点県が求めた水準

売上・損益の推移に問題はないか
過去３年間の売上・損益の推移のとおり、県営住宅の管理を安定的に実施できる財政的な基盤を
有している。

県が示す指定管理料提案額に対す
る見積額の割合

県が示す指定管理料提案額に対
し、経費削減の工夫がなされている
かどうか

①県営住宅と市営住宅の管理を行っており人件費、一般管理費等を受託管理費額で按分計上す
ることにより経費削減に繋げる。
②「予防保全」を基本とし経費削減を考慮しつつ修繕の数をこなすことで設備的に安心で充実した
県営住宅を管理運営する。

3,150点 1,922点

第１順位となった団体の名称等

団体の名称等
鈴鹿市寺家町1085番地の1
鈴鹿亀山不動産事業協同組合
代表理事　　鈴木　基幸

選定委員会の講評 選定委員会において審査基準に基づき審査した結果、県が求めた管理水準を満たしていると判断した。

総合点

(1)管理費関係経費見
積
(2)維持・修繕費関係
経費見積

162点

48点

　４　管理業務の経費見積

(2)経営状況表 ・ 県営住宅の管理を安定的に遂
行できる財政的基盤を有するこ
と。

250点

100点

指定管理料の上限
総額  1,276,152千円
令和6(2024)年度
        　248,128千円
令和7(2025)年度
        　260,333千円
令和8(2026)年度
        　266,995千円
令和9(2027)年度
        　244,981千円
令和10(2028)年度
        　255,715千円

単位：千円

6(2024) 7(2025) 8(2026) 9(2027) 10(2028) 合計

248,128 260,333 266,995 244,981 255,715 1,276,152

248,105 260,310 266,972 244,958 255,692 1,276,037

23 23 23 23 23 115

年度

県が提示した指定
管理料の上限額①

提案された指定管
理料②

差引額（①－②）
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主な提案内容

伊賀南部不動産事業協同組合

公の施設を管理する者としての意
欲・責任が感じられるか

①県営住宅の健全かつ専門的な運営管理、②安全・安心で快適な施設環境の提供、③地域に密
着した地元企業による迅速できめ細かいサービス提供により、入居者の安心、安全及び満足度向
上に繋げる。

運営管理の方針が県営住宅の設
置目的に合致しているか

高い公共性、透明性を持った安全・快適な公営住宅環境の提供を実現するため、次のような視点
で県営住宅の管理運営を行う。

①公営住宅の設置目的を達成する運営管理
②人権を尊重し、すべての入居者に公平で平等な運営管理
③コンプライアンスに忠実な運営管理
④高い管理水準の確保と経費の削減
⑤行政に準じた業務執行

(2)県民へのサービス
についての考え方

入居者及び入居希望者に対して公
平・公正なサービスがなされるか

①入居希望者へのわかりやすい広報
②安全・安心・快適な住環境の提供
③入居者との円滑なコミュニケーションによる信頼関係の構築
④入居者サービスの向上

得点

提案内容及び審査の概要

施設名：三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅（中勢伊賀ブロック）

審査基準 配点県が求めた水準

　１　管理業務に当たっての基本方針

268点

(1)管理の理念・方針

(3)県が進める施策の
実現に関する取組

三重県が重点的に推進する施策を
理解し、指定管理者の立場から県
施策の実現に取り組む姿勢が感じ
られるか

特に、次の①から③までの施策に取り組む。

①市町消防団への協力
　 発災時に入居者の安否確認等の情報提供を行う。また、市町消防団が行う住民への防災指
導・巡回広報・特別警戒・応急手当指導等の際には協力し、住民と一緒に学ぶ。消防団への入団
促進や活性化のために、団員募集のポスターを掲示する。
②自然災害防災対応
　災害ごとのハザードマップを入手して自分の生活する地域にどのような自然災害リスクがあるか
正しく認識するよう周知・徹底に努める。水と飲料を食べまわしながら備蓄するローリングストック
方式やガスコンロの確保など災害発生前にできることについても周知していく。
③花とみどりの活用
　 敷地内においても住民を癒す効用、良好な景観の形成にプランターによる植栽等に取り組む。
管理者として、生活弱者や高齢者・子供達が観賞用の花を育てることにも、できる範囲内で協力し
て取り組んでいく。

・ 自らの創意工夫を活かし、県営
住宅の設置目的 に沿った施設
の効用を最大限発揮させる。

・ 公平・公正な立場での対応を
確立するとともに、サービス向上
及び経費の縮減を図り、もって県
民福祉の一層の増進を図る。

400点
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主な提案内容

伊賀南部不動産事業協同組合
得点審査基準 配点県が求めた水準

①管理業務にかかる組織体制は、
仕様書及び県営住宅管理マニュア
ルで定める業務水準を満たしてい
るか

①職員8名を配置し、電話対応、窓口対応及び団地巡回にあたる。

②団地管理（巡回を含む）の方法及
び体制、③入居関係手続の窓口対
応について、仕様書及び県営住宅
管理マニュアルで定める業務水準
を満たす方法・体制は確立されてい
るか

①月４回の「定期巡回」と個別事案に応じて訪問する「個別巡回」を実施する。個別巡回では、自
治会長や管理人などからの情報収集に努める。
②申請者の車にAEDを設置し、また、職員が普通救命講習を受講するなどAEDの操作ができるよ
うにする。
③ 電話対応・窓口対応は「接遇マニュアル」をもとに対応する。「応対票」を１案件１枚作成し、い
つ・だれが・どんな用件で・どんな対応をしたのかを書面に記載し、職員全員で情報を共有する。

(2)職員の配置計画
業務遂行に当たって、適材適所に
人数が配置されているか

職員8名
　・一級建築士1名
　・通訳1名（非常勤）

(3)職員の研修計画
人材育成方針及び研修計画は適
切であるか

①職員の年間目標を設定し、自己啓発意欲の向上を図る。
②実践形式に基づく研修（OJT）と座学による研修（OFF‐JT）を組み合わせた研修体系を確立す
る。

①入居者の要望・苦情処理対応に
ついて、処理マニュアル等が確立さ
れているか

①様々な手法（ご意見箱、入居者相談窓口、アンケート調査、ヒアリング調査）で入居者の意見・要
望を収集する。
②夜間・休日は、夜間・休日システムを活用し、24時間体制で対応する。
③苦情対応マニュアルの作成・活用により、適正かつ迅速な苦情対応が行える体制を整備する。

②生活弱者について理解している
か、また、その対応等が確立されて
いるか

次のような措置を講じることによって、安定的かつ継続的な住環境を提供する。

①優先入居のガイダンスを実施する。
②「face to face」の関係を構築する。
③高齢者の単身世帯や体調の優れない方を定期的に訪問する。

③不法入居者に対する取り締まり
体制、対象者の発見及び指導、県
への報告（協力）体制が確立されて
いるか

①入居申請時や収入申告提出時に複数の職員でチェックする。
②団地巡回や入居者からの通報があれば、深夜・早朝を問わず事実確認をし、是正指導を実施
する。

　２　管理業務の実施方針

1,454点

(1)管理体制

(4)管理業務の実施方
針

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。
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主な提案内容

伊賀南部不動産事業協同組合
得点審査基準 配点県が求めた水準

④入居募集対策修繕について、入
居率の向上のために、修繕期間の
短縮等様々な工夫がなされている
か

①組合員、賛助会員の地域に適合した技術・経験・ノウハウ・信用を最大限に活用する。
②傷み具合のランク付けによる修繕を実施し、修繕費が一時的に集中しないようにする。また、発
注から完成検査まで、数段階のチェックをする。
③バリアフリー化改修や畳からフローリングへの模様替えなどにも取り組む。
④空室を定期的に清掃し、劣化を防止します。

⑤公営住宅管理システムデータの
セキュリティ管理は十分か
　ア　外部への情報漏洩の防止
　イ　データの扱いに関する職員へ
の周知・教育

①統括保護責任者を設置し、データセキュリティ管理の具体的な措置を講じる。
②毎年１回職員研修を実施し、情報管理マニュアルを作成・活用する。

⑥修繕・保守管理経費の縮減策に
ついて、最小の費用で最大の効果
が図られる工夫がなされているか

①三重県の制度に準じた、適切で厳正な入札の実施（工事関連委員会の設置）
②修繕履歴書の作成・活用
③職員の直営による修繕経費の削減
④予防保全による修繕費増加の抑制（不具合が広範囲に渡る前に修繕や部品交換を実施）

⑦修繕・保守管理の作業員及び入
居者等に対する安全管理方針は確
立されているか

①「安全管理対策」を策定し、修繕・保守管理等の作業員に周知徹底する。
②入居者や周辺住民に対し、工事着手前に工事予告をする。
③工事中は、入居者等の通路の安全を確保するとともに、重機・クレーンを使用する場合等は、周
辺の安全を確認する。
④遊具についてはチェックリストを作成する。

①入居者への利便性の向上に資
する新しいサービスの提供を示して
いるか

①消費者トラブルに関する注意喚起・啓発
②業務時間の延長
③広報紙の発行

②住棟及び附属建築物をその状態
に応じて点検・管理し、その点検結
果を共有する体制を確立している
か

①老朽化が進行している外壁爆裂箇所を早期発見し、県に報告後、事故が起きる前に緊急補修
工事を行う。
②老朽化するライフライン、給水管・排水管の長寿命化対策として、排水管については高圧洗浄に
て配管内の錆の撤去や鉄管から塩ビ管への変更などに取り組む。

1,454点

(4)管理業務の実施方
針

(5)入居者サービス向
上策

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。
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主な提案内容

伊賀南部不動産事業協同組合
得点審査基準 配点県が求めた水準

③入居者からの修繕の依頼に迅速
かつ誠実に対応できる体制を確立
しているか

営業時間内は修繕会社に依頼し１時間以内に対応するとともに、営業時間外は夜間・休日サポー
トセンターから修繕会社に連絡し対応できる体制を構築する。

(6)個人情報等の取扱
い

個人情報の保護・情報公開に対す
る考え方と取組は適切なものであ
るか

個人情報保護体制を確立する。申請者独自の個人情報保護規程を作成するとともに、マニュアル
を作成し、周知徹底する。また、県の情報公開に積極的に協力する。

①夜間・休日における対応・体制は
適切であるか

夜間・休日サポートシステムを利用し、24時間・365日対応する。その場合も職員がフォローする。

②災害に備えた準備、災害時にお
ける対応・体制は適切であるか（特
に、入居者の６割を超える高齢者
への対応）

①災害発生時（火災・地震等）の緊急体制の整備
②緊急対応マニュアルの作成・活用
③消防訓練の周知（消防訓練参加時に防災の知識（平常時からの心がけ）を身に付けてもらう。）
④非常用持出袋の準備や避難方法の確認などの指導
⑤避難行動要支援者の把握及び地域自治会、福祉部局、消防、警察と連携した発災時の安否確
認
⑥（緊急時に備えた）防災用品・物資等の常備
⑦緊急通行が可能なパトロール車の配備

①業務に関しての提案（例：地域コ
ミュニティ向上につながる取組、業
務の効率化、建物・設備等の長寿
命化対策等について）

地域コミュニティ向上のための防災訓練の実施や建物・設備等の長寿命化に関する措置・対策を
提案する。

②県が提起する課題の解決方法
ア　入居率の向上について（施設の
有効活用策を含む。）

①ポスターの掲示や関係機関への情報提供に取り組む。
②空き家修繕後の写真を申請者HPに掲載し、清潔であることをPRする。
③民間事業者と連携し、移動販売等で買い物弱者へ支援を行う場合には、県営住宅の敷地利用
を承認する（利便性向上、コミュニティ活性化、入居率向上）。

1,454点

(5)入居者サービス向
上策

(7)緊急時の対応・対
策

(8)その他の提案

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。
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主な提案内容

伊賀南部不動産事業協同組合
得点審査基準 配点県が求めた水準

②県が提起する課題の解決方法
イ　孤立死防止の取組について

①団地巡回や管理人・入居者から情報取集するとともに、新聞配達員や水道事業者等に通報を
依頼し、入居者の見守りを実施する。
②通報後は、住宅政策課や団地自治会と連携し現地を確認する。また、入居者の親族や保証人
と連絡を取り、入居者の安否確認を行う。緊急性があると判断した場合は、警察や消防へ通報し、
必要に応じて各市町の福祉部局へ連絡し、住戸内に立ち入る。
③関係機関（民生委員、在宅介護支援センターなど）と孤立死対策について協議し、要援護者に
対する協力体制を構築し孤立死を未然に防ぐ取り決めを引き続き行う。

②県が提起する課題の解決方法
ウ　外国人に対するコミュニケー
ション手段の充実について

①通訳を通じて意思疎通を図るとともに、翻訳アプリをインストールしたタブレットを配備する。
②外国人向けのチラシを作成・配布して、外国人入居者の生活に役立てる。

(1)申請団体の概要
（人員確保策を含む。）

指定管理業務を安定して実施する
うえでの人員確保策はどのようなも
のか

・ 県営住宅の管理を適切に遂行
するに十分な人員・実績を有して
いること。

指定管理業務受託中であり、現在の人員で対応できる。

財政状態に問題はないか。
　①手元流動比率
　何か月分の売上相当現金と現金
等価物があるかを図る尺度
　多いほどよい
　②流動比率
　１００％以上で当面の支払能力あ
り
　③固定比率
　１００％以下であることが望ましい
　④自己資本比率
　多いほどよい

過去３年間の経営状況表にあるとおり、県営住宅等の管理を安定的に実施できる財政的な基盤を
有している。

売上・損益の推移に問題はないか
過去３年間の売上・損益の推移のとおり、県営住宅等の管理を安定的に実施できる財政的な基盤
を有している。

1,454点

(8)その他の提案

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。

　３　申請者の状況

166点

(2)経営状況表

250点

・ 県営住宅の管理を安定的に遂
行できる財政的基盤を有するこ
と。
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主な提案内容

伊賀南部不動産事業協同組合
得点審査基準 配点県が求めた水準

県が示す指定管理料提案額に対す
る見積額の割合

県が示す指定管理料提案額に対
し、経費削減の工夫がなされている
かどうか

南勢ブロック・東紀州ブロックの指定管理も同時に受託することにより、人件費・一般管理費・事務
費の削減を行う。
部品の交換・小修繕などは職員が実施することにより修繕経費の削減を図る。
建築資材をロット発注することで単価を抑え、修繕費の縮減を行っていきたい。

3,150点 1,924点

第１順位となった団体の名称等

　４　管理業務の経費見積

36点(1)管理費関係経費見
積
(2)維持・修繕費関係
経費見積

100点

指定管理料の上限
総額  1,474,726千円
令和6(2024)年度
　        299,403千円
令和7(2025)年度
    　    294,886千円
令和8(2026)年度
        　312,187千円
令和9(2027)年度
        　298,477千円
令和10(2028)年度
       　 269,773千円

団体の名称等
名張市鴻之台2番町19番地
伊賀南部不動産事業協同組合
代表理事　　富永　巖

選定委員会の講評 選定委員会において審査基準に基づき審査した結果、県が求めた管理水準を満たしていると判断した。

総合点

単位：千円

6(2024) 7(2025) 8(2026) 9(2027) 10(2028) 合計

299,403 294,886 312,187 298,477 269,773 1,474,726

299,403 294,886 312,187 298,477 269,773 1,474,726

0 0 0 0 0 0

年度

県が提示した指定
管理料の上限額①

提案された指定管
理料②

差引額（①－②）
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主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体

公の施設を管理する者としての意
欲・責任が感じられるか

①県営住宅の健全かつ専門的な運営管理、②安全・安心で快適な施設環境の提供、③地域に密
着した地元企業による迅速できめ細かいサービス提供により、入居者の安心、安全及び満足度向
上に繋げる。

運営管理の方針が県営住宅の設
置目的に合致しているか

高い公共性、透明性を持った安全・快適な公営住宅環境の提供を実現するため、次のような視点
で県営住宅の管理運営を行う。

①公営住宅の設置目的を達成する運営管理
②人権を尊重し、すべての入居者に公平で平等な運営管理
③コンプライアンスに忠実な運営管理
④高い管理水準の確保と経費の削減
⑤行政に準じた業務執行

(2)県民へのサービス
についての考え方

入居者及び入居希望者に対して公
平・公正なサービスがなされるか

①入居希望者へのわかりやすい広報
②安全・安心・快適な住環境の提供
③入居者との円滑なコミュニケーションによる信頼関係の構築
④入居者サービスの向上

得点

提案内容及び審査の概要

施設名：三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅（南勢ブロック）

審査基準 配点県が求めた水準

　１　管理業務に当たっての基本方針

272点

(1)管理の理念・方針

(3)県が進める施策の
実現に関する取組

三重県が重点的に推進する施策を
理解し、指定管理者の立場から県
施策の実現に取り組む姿勢が感じ
られるか

特に、次の①から③までの施策に取り組む。

①市町消防団への協力
　 発災時に入居者の安否確認等の情報提供を行う。また、市町消防団が行う住民への防災指
導・巡回広報・特別警戒・応急手当指導等の際には協力し、住民と一緒に学ぶ。消防団への入団
促進や活性化のために、団員募集のポスターを掲示する。
②自然災害防災対応
　災害ごとのハザードマップを入手して自分の生活する地域にどのような自然災害リスクがあるか
正しく認識するよう周知・徹底に努める。水と飲料を食べまわしながら備蓄するローリングストック
方式やガスコンロの確保など災害発生前にできることについても周知していく。
③花とみどりの活用
　 敷地内においても住民を癒す効用、良好な景観の形成にプランターによる植栽等に取り組む。
管理者として、生活弱者や高齢者・子供達が観賞用の花を育てることにも、できる範囲内で協力し
て取り組んでいく。

・ 自らの創意工夫を活かし、県営
住宅の設置目的 に沿った施設
の効用を最大限発揮させる。

・ 公平・公正な立場での対応を
確立するとともに、サービス向上
及び経費の縮減を図り、もって県
民福祉の一層の増進を図る。

400点
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主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体
得点審査基準 配点県が求めた水準

①管理業務にかかる組織体制は、
仕様書及び県営住宅管理マニュア
ルで定める業務水準を満たしてい
るか

①職員5名を配置し、電話対応、窓口対応及び団地巡回にあたる。

②団地管理（巡回を含む）の方法及
び体制、③入居関係手続の窓口対
応について、仕様書及び県営住宅
管理マニュアルで定める業務水準
を満たす方法・体制は確立されてい
るか

①月４回の「定期巡回」と個別事案に応じて訪問する「個別巡回」を実施する。個別巡回では、自
治会長や管理人などからの情報収集に努める。
②申請者の車にAEDを設置し、また、職員が普通救命講習を受講するなどAEDの操作ができるよ
うにする。
③ 電話対応・窓口対応は「接遇マニュアル」をもとに対応する。「応対票」を１案件１枚作成し、い
つ・だれが・どんな用件で・どんな対応をしたのかを書面に記載し、職員全員で情報を共有する。

(2)職員の配置計画
業務遂行に当たって、適材適所に
人数が配置されているか

職員5名
　・一級建築士1名

(3)職員の研修計画
人材育成方針及び研修計画は適
切であるか

①職員の年間目標を設定し、自己啓発意欲の向上を図る。
②実践形式に基づく研修（OJT）と座学による研修（OFF‐JT）を組み合わせた研修体系を確立す
る。

①入居者の要望・苦情処理対応に
ついて、処理マニュアル等が確立さ
れているか

①様々な手法（ご意見箱、入居者相談窓口、アンケート調査、ヒアリング調査）で入居者の意見・要
望を収集する。
②夜間・休日は、夜間・休日システムを活用し、24時間体制で対応する。
③苦情対応マニュアルの作成・活用により、適正かつ迅速な苦情対応が行える体制を整備する。

②生活弱者について理解している
か、また、その対応等が確立されて
いるか

次のような措置を講じることによって、安定的かつ継続的な住環境を提供する。

①優先入居のガイダンスを実施する。
②「face to face」の関係を構築する。
③高齢者の単身世帯や体調の優れない方を定期的に訪問する。

③不法入居者に対する取り締まり
体制、対象者の発見及び指導、県
への報告（協力）体制が確立されて
いるか

①入居申請時や収入申告提出時に複数の職員でチェックする。
②団地巡回や入居者からの通報があれば、深夜・早朝を問わず事実確認をし、是正指導を実施
する。

　２　管理業務の実施方針

1,472点

(1)管理体制

(4)管理業務の実施方
針

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。
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主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体
得点審査基準 配点県が求めた水準

④入居募集対策修繕について、入
居率の向上のために、修繕期間の
短縮等様々な工夫がなされている
か

①組合員、賛助会員の地域に適合した技術・経験・ノウハウ・信用を最大限に活用する。
②傷み具合のランク付けによる修繕を実施し、修繕費が一時的に集中しないようにする。また、発
注から完成検査まで、数段階のチェックをする。
③バリアフリー化改修や畳からフローリングへの模様替えなどにも取り組む。
④空室を定期的に清掃し、劣化を防止します。

⑤公営住宅管理システムデータの
セキュリティ管理は十分か
　ア　外部への情報漏洩の防止
　イ　データの扱いに関する職員へ
の周知・教育

①統括保護責任者を設置し、データセキュリティ管理の具体的な措置を講じる。
②毎年１回職員研修を実施し、情報管理マニュアルを作成・活用する。

⑥修繕・保守管理経費の縮減策に
ついて、最小の費用で最大の効果
が図られる工夫がなされているか

①三重県の制度に準じた、適切で厳正な入札の実施（工事関連委員会の設置）
②修繕履歴書の作成・活用
③職員の直営による修繕経費の削減
④予防保全による修繕費増加の抑制（不具合が広範囲に渡る前に修繕や部品交換を実施）

⑦修繕・保守管理の作業員及び入
居者等に対する安全管理方針は確
立されているか

①「安全管理対策」を策定し、修繕・保守管理等の作業員に周知徹底する。
②入居者や周辺住民に対し、工事着手前に工事予告をする。
③工事中は、入居者等の通路の安全を確保するとともに、重機・クレーンを使用する場合等は、周
辺の安全を確認する。
④遊具についてはチェックリストを作成する。

①入居者への利便性の向上に資
する新しいサービスの提供を示して
いるか

①消費者トラブルに関する注意喚起・啓発
②業務時間の延長
③広報紙の発行

②住棟及び附属建築物をその状態
に応じて点検・管理し、その点検結
果を共有する体制を確立している
か

①老朽化が進行している外壁爆裂箇所を早期発見し、県に報告後、事故が起きる前に緊急補修
工事を行う。
②老朽化するライフライン、給水管・排水管の長寿命化対策として、排水管については高圧洗浄に
て配管内の錆の撤去や鉄管から塩ビ管への変更などに取り組む。

1,472点

(4)管理業務の実施方
針

(5)入居者サービス向
上策

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。
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主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体
得点審査基準 配点県が求めた水準

③入居者からの修繕の依頼に迅速
かつ誠実に対応できる体制を確立
しているか

営業時間内は修繕会社に依頼し１時間以内に対応するとともに、営業時間外は夜間・休日サポー
トセンターから修繕会社に連絡し対応できる体制を構築する。

(6)個人情報等の取扱
い

個人情報の保護・情報公開に対す
る考え方と取組は適切なものであ
るか

個人情報保護体制を確立する。申請者独自の個人情報保護規程を作成するとともに、マニュアル
を作成し、周知徹底する。また、県の情報公開に積極的に協力する。

①夜間・休日における対応・体制は
適切であるか

夜間・休日サポートシステムを利用し、24時間・365日対応する。その場合も職員がフォローする。

②災害に備えた準備、災害時にお
ける対応・体制は適切であるか（特
に、入居者の６割を超える高齢者
への対応）

①災害発生時（火災・地震等）の緊急体制の整備
②緊急対応マニュアルの作成・活用
③消防訓練の周知（消防訓練参加時に防災の知識（平常時からの心がけ）を身に付けてもらう。）
④非常用持出袋の準備や避難方法の確認などの指導
⑤避難行動要支援者の把握及び地域自治会、福祉部局、消防、警察と連携した発災時の安否確
認
⑥（緊急時に備えた）防災用品・物資等の常備
⑦緊急通行が可能なパトロール車の配備

①業務に関しての提案（例：地域コ
ミュニティ向上につながる取組、業
務の効率化、建物・設備等の長寿
命化対策等について）

地域コミュニティ向上のための防災訓練の実施や建物・設備等の長寿命化に関する措置・対策を
提案する。

②県が提起する課題の解決方法
ア　入居率の向上について（施設の
有効活用策を含む。）

①ポスターの掲示や関係機関への情報提供に取り組む。
②空き家修繕後の写真を申請者HPに掲載し、清潔であることをPRする。
③民間事業者と連携し、移動販売等で買い物弱者へ支援を行う場合には、県営住宅の敷地利用
を承認する（利便性向上、コミュニティ活性化、入居率向上）。

1,472点

(5)入居者サービス向
上策

(7)緊急時の対応・対
策

(8)その他の提案

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。
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主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体
得点審査基準 配点県が求めた水準

②県が提起する課題の解決方法
イ　孤立死防止の取組について

①団地巡回や管理人・入居者から情報取集するとともに、新聞配達員や水道事業者等に通報を
依頼し、入居者の見守りを実施する。
②通報後は、住宅政策課や団地自治会と連携し現地を確認する。また、入居者の親族や保証人
と連絡を取り、入居者の安否確認を行う。緊急性があると判断した場合は、警察や消防へ通報し、
必要に応じて各市町の福祉部局へ連絡し、住戸内に立ち入る。
③関係機関（民生委員、在宅介護支援センターなど）と孤立死対策について協議し、要援護者に
対する協力体制を構築し孤立死を未然に防ぐ取り決めを引き続き行う。

②県が提起する課題の解決方法
ウ　外国人に対するコミュニケー
ション手段の充実について

①通訳を通じて意思疎通を図るとともに、翻訳アプリをインストールしたタブレットを配備する。
②外国人向けのチラシを作成・配布して、外国人入居者の生活に役立てる。

(1)申請団体の概要
（人員確保策を含む。）

指定管理業務を安定して実施する
うえでの人員確保策はどのようなも
のか

・ 県営住宅の管理を適切に遂行
するに十分な人員・実績を有して
いること。

指定管理業務受託中であり、現在の人員で対応できる。

財政状態に問題はないか。
　①手元流動比率
　何か月分の売上相当現金と現金
等価物があるかを図る尺度
　多いほどよい
　②流動比率
　１００％以上で当面の支払能力あ
り
　③固定比率
　１００％以下であることが望ましい
　④自己資本比率
　多いほどよい

過去３年間の経営状況表にあるとおり、県営住宅等の管理を安定的に実施できる財政的な基盤を
有している。

売上・損益の推移に問題はないか
過去３年間の売上・損益の推移のとおり、県営住宅等の管理を安定的に実施できる財政的な基盤
を有している。

1,472点

(8)その他の提案

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。

　３　申請者の状況

166点

(2)経営状況表

250点

・ 県営住宅の管理を安定的に遂
行できる財政的基盤を有するこ
と。
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主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体
得点審査基準 配点県が求めた水準

県が示す指定管理料提案額に対す
る見積額の割合

県が示す指定管理料提案額に対
し、経費削減の工夫がなされている
かどうか

中勢伊賀ブロック・東紀州ブロックの指定管理も同時に受託することにより、人件費・一般管理費・
事務費の削減を行う。
部品の交換・小修繕などは職員が実施することにより修繕経費の削減を図る。
建築資材をロット発注することで単価を抑え、修繕費の縮減を行っていきたい。

3,150点 1,946点

第１順位となった団体の名称等

　４　管理業務の経費見積

36点(1)管理費関係経費見
積
(2)維持・修繕費関係
経費見積

100点

指定管理料の上限
総額　 491,921千円
令和6(2024)年度
  　        97,363千円
令和7(2025)年度
     　   105,228千円
令和8(2026)年度
        　103,360千円
令和9(2027)年度
       　 100,113千円
令和10(2028)年度
        　  85,857千円

団体の名称等
名張市鴻之台2番町19番地
三重県南勢地区管理事業共同体
代表　　富永　巖

選定委員会の講評 選定委員会において審査基準に基づき審査した結果、県が求めた管理水準を満たしていると判断した。

総合点

単位：千円

6(2024) 7(2025) 8(2026) 9(2027) 10(2028) 合計

97,363 105,228 103,360 100,113 85,857 491,921

97,363 105,228 103,360 100,113 85,857 491,921

0 0 0 0 0 0

年度

県が提示した指定
管理料の上限額①

提案された指定管
理料②

差引額（①－②）
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主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体

公の施設を管理する者としての意
欲・責任が感じられるか

①県営住宅の健全かつ専門的な運営管理、②安全・安心で快適な施設環境の提供、③地域に密
着した地元企業による迅速できめ細かいサービス提供により、入居者の安心、安全及び満足度向
上に繋げる。

運営管理の方針が県営住宅の設
置目的に合致しているか

高い公共性、透明性を持った安全・快適な公営住宅環境の提供を実現するため、次のような視点
で県営住宅の管理運営を行う。

①公営住宅の設置目的を達成する運営管理
②人権を尊重し、すべての入居者に公平で平等な運営管理
③コンプライアンスに忠実な運営管理
④高い管理水準の確保と経費の削減
⑤行政に準じた業務執行

(2)県民へのサービス
についての考え方

入居者及び入居希望者に対して公
平・公正なサービスがなされるか

①入居希望者へのわかりやすい広報
②安全・安心・快適な住環境の提供
③入居者との円滑なコミュニケーションによる信頼関係の構築
④入居者サービスの向上

得点

提案内容及び審査の概要

施設名：三重県営住宅（東紀州ブロック）

審査基準 配点県が求めた水準

　１　管理業務に当たっての基本方針

272点

(1)管理の理念・方針

(3)県が進める施策の
実現に関する取組

三重県が重点的に推進する施策を
理解し、指定管理者の立場から県
施策の実現に取り組む姿勢が感じ
られるか

特に、次の①から③までの施策に取り組む。

①市町消防団への協力
　 発災時に入居者の安否確認等の情報提供を行う。また、市町消防団が行う住民への防災指
導・巡回広報・特別警戒・応急手当指導等の際には協力し、住民と一緒に学ぶ。消防団への入団
促進や活性化のために、団員募集のポスターを掲示する。
②自然災害防災対応
　災害ごとのハザードマップを入手して自分の生活する地域にどのような自然災害リスクがあるか
正しく認識するよう周知・徹底に努める。水と飲料を食べまわしながら備蓄するローリングストック
方式やガスコンロの確保など災害発生前にできることについても周知していく。
③花とみどりの活用
　 敷地内においても住民を癒す効用、良好な景観の形成にプランターによる植栽等に取り組む。
管理者として、生活弱者や高齢者・子供達が観賞用の花を育てることにも、できる範囲内で協力し
て取り組んでいく。

・ 自らの創意工夫を活かし、県営
住宅の設置目的 に沿った施設
の効用を最大限発揮させる。

・ 公平・公正な立場での対応を
確立するとともに、サービス向上
及び経費の縮減を図り、もって県
民福祉の一層の増進を図る。

400点
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主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体
得点審査基準 配点県が求めた水準

①管理業務にかかる組織体制は、
仕様書及び県営住宅管理マニュア
ルで定める業務水準を満たしてい
るか

①職員5名を配置し、電話対応、窓口対応及び団地巡回にあたる。

②団地管理（巡回を含む）の方法及
び体制、③入居関係手続の窓口対
応について、仕様書及び県営住宅
管理マニュアルで定める業務水準
を満たす方法・体制は確立されてい
るか

①月４回の「定期巡回」と個別事案に応じて訪問する「個別巡回」を実施する。個別巡回では、自
治会長や管理人などからの情報収集に努める。
②申請者の車にAEDを設置し、また、職員が普通救命講習を受講するなどAEDの操作ができるよ
うにする。
③ 電話対応・窓口対応は「接遇マニュアル」をもとに対応する。「応対票」を１案件１枚作成し、い
つ・だれが・どんな用件で・どんな対応をしたのかを書面に記載し、職員全員で情報を共有する。

(2)職員の配置計画
業務遂行に当たって、適材適所に
人数が配置されているか

職員5名
　・一級建築士1名

(3)職員の研修計画
人材育成方針及び研修計画は適
切であるか

①職員の年間目標を設定し、自己啓発意欲の向上を図る。
②実践形式に基づく研修（OJT）と座学による研修（OFF‐JT）を組み合わせた研修体系を確立す
る。

①入居者の要望・苦情処理対応に
ついて、処理マニュアル等が確立さ
れているか

①様々な手法（ご意見箱、入居者相談窓口、アンケート調査、ヒアリング調査）で入居者の意見・要
望を収集する。
②夜間・休日は、夜間・休日システムを活用し、24時間体制で対応する。
③苦情対応マニュアルの作成・活用により、適正かつ迅速な苦情対応が行える体制を整備する。

②生活弱者について理解している
か、また、その対応等が確立されて
いるか

次のような措置を講じることによって、安定的かつ継続的な住環境を提供する。

①優先入居のガイダンスを実施する。
②「face to face」の関係を構築する。
③高齢者の単身世帯や体調の優れない方を定期的に訪問する。

③不法入居者に対する取り締まり
体制、対象者の発見及び指導、県
への報告（協力）体制が確立されて
いるか

①入居申請時や収入申告提出時に複数の職員でチェックする。
②団地巡回や入居者からの通報があれば、深夜・早朝を問わず事実確認をし、是正指導を実施
する。

　２　管理業務の実施方針

1,472点

(1)管理体制

(4)管理業務の実施方
針

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。

44



主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体
得点審査基準 配点県が求めた水準

④入居募集対策修繕について、入
居率の向上のために、修繕期間の
短縮等様々な工夫がなされている
か

①組合員、賛助会員の地域に適合した技術・経験・ノウハウ・信用を最大限に活用する。
②傷み具合のランク付けによる修繕を実施し、修繕費が一時的に集中しないようにする。また、発
注から完成検査まで、数段階のチェックをする。
③バリアフリー化改修や畳からフローリングへの模様替えなどにも取り組む。
④空室を定期的に清掃し、劣化を防止します。

⑤公営住宅管理システムデータの
セキュリティ管理は十分か
　ア　外部への情報漏洩の防止
　イ　データの扱いに関する職員へ
の周知・教育

①統括保護責任者を設置し、データセキュリティ管理の具体的な措置を講じる。
②毎年１回職員研修を実施し、情報管理マニュアルを作成・活用する。

⑥修繕・保守管理経費の縮減策に
ついて、最小の費用で最大の効果
が図られる工夫がなされているか

①三重県の制度に準じた、適切で厳正な入札の実施（工事関連委員会の設置）
②修繕履歴書の作成・活用
③職員の直営による修繕経費の削減
④予防保全による修繕費増加の抑制（不具合が広範囲に渡る前に修繕や部品交換を実施）

⑦修繕・保守管理の作業員及び入
居者等に対する安全管理方針は確
立されているか

①「安全管理対策」を策定し、修繕・保守管理等の作業員に周知徹底する。
②入居者や周辺住民に対し、工事着手前に工事予告をする。
③工事中は、入居者等の通路の安全を確保するとともに、重機・クレーンを使用する場合等は、周
辺の安全を確認する。
④遊具についてはチェックリストを作成する。

①入居者への利便性の向上に資
する新しいサービスの提供を示して
いるか

①消費者トラブルに関する注意喚起・啓発
②業務時間の延長
③広報紙の発行

②住棟及び附属建築物をその状態
に応じて点検・管理し、その点検結
果を共有する体制を確立している
か

①老朽化が進行している外壁爆裂箇所を早期発見し、県に報告後、事故が起きる前に緊急補修
工事を行う。
②老朽化するライフライン、給水管・排水管の長寿命化対策として、排水管については高圧洗浄に
て配管内の錆の撤去や鉄管から塩ビ管への変更などに取り組む。

1,472点

(4)管理業務の実施方
針

(5)入居者サービス向
上策

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。
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主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体
得点審査基準 配点県が求めた水準

③入居者からの修繕の依頼に迅速
かつ誠実に対応できる体制を確立
しているか

営業時間内は修繕会社に依頼し１時間以内に対応するとともに、営業時間外は夜間・休日サポー
トセンターから修繕会社に連絡し対応できる体制を構築する。

(6)個人情報等の取扱
い

個人情報の保護・情報公開に対す
る考え方と取組は適切なものであ
るか

個人情報保護体制を確立する。申請者独自の個人情報保護規程を作成するとともに、マニュアル
を作成し、周知徹底する。また、県の情報公開に積極的に協力する。

①夜間・休日における対応・体制は
適切であるか

夜間・休日サポートシステムを利用し、24時間・365日対応する。その場合も職員がフォローする。

②災害に備えた準備、災害時にお
ける対応・体制は適切であるか（特
に、入居者の６割を超える高齢者
への対応）

①災害発生時（火災・地震等）の緊急体制の整備
②緊急対応マニュアルの作成・活用
③消防訓練の周知（消防訓練参加時に防災の知識（平常時からの心がけ）を身に付けてもらう。）
④非常用持出袋の準備や避難方法の確認などの指導
⑤避難行動要支援者の把握及び地域自治会、福祉部局、消防、警察と連携した発災時の安否確
認
⑥（緊急時に備えた）防災用品・物資等の常備
⑦緊急通行が可能なパトロール車の配備

①業務に関しての提案（例：地域コ
ミュニティ向上につながる取組、業
務の効率化、建物・設備等の長寿
命化対策等について）

地域コミュニティ向上のための防災訓練の実施や建物・設備等の長寿命化に関する措置・対策を
提案する。

②県が提起する課題の解決方法
ア　入居率の向上について（施設の
有効活用策を含む。）

①ポスターの掲示や関係機関への情報提供に取り組む。
②空き家修繕後の写真を申請者HPに掲載し、清潔であることをPRする。
③民間事業者と連携し、移動販売等で買い物弱者へ支援を行う場合には、県営住宅の敷地利用
を承認する（利便性向上、コミュニティ活性化、入居率向上）。

1,472点

(5)入居者サービス向
上策

(7)緊急時の対応・対
策

(8)その他の提案

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。
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主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体
得点審査基準 配点県が求めた水準

②県が提起する課題の解決方法
イ　孤立死防止の取組について

①団地巡回や管理人・入居者から情報取集するとともに、新聞配達員や水道事業者等に通報を
依頼し、入居者の見守りを実施する。
②通報後は、住宅政策課や団地自治会と連携し現地を確認する。また、入居者の親族や保証人
と連絡を取り、入居者の安否確認を行う。緊急性があると判断した場合は、警察や消防へ通報し、
必要に応じて各市町の福祉部局へ連絡し、住戸内に立ち入る。
③関係機関（民生委員、在宅介護支援センターなど）と孤立死対策について協議し、要援護者に
対する協力体制を構築し孤立死を未然に防ぐ取り決めを引き続き行う。

②県が提起する課題の解決方法
ウ　外国人に対するコミュニケー
ション手段の充実について

①通訳を通じて意思疎通を図るとともに、翻訳アプリをインストールしたタブレットを配備する。
②外国人向けのチラシを作成・配布して、外国人入居者の生活に役立てる。

(1)申請団体の概要
（人員確保策を含む。）

指定管理業務を安定して実施する
うえでの人員確保策はどのようなも
のか

・ 県営住宅の管理を適切に遂行
するに十分な人員・実績を有して
いること。

指定管理業務受託中であり、現在の人員で対応できる。

財政状態に問題はないか。
　①手元流動比率
　何か月分の売上相当現金と現金
等価物があるかを図る尺度
　多いほどよい
　②流動比率
　１００％以上で当面の支払能力あ
り
　③固定比率
　１００％以下であることが望ましい
　④自己資本比率
　多いほどよい

過去３年間の経営状況表にあるとおり、県営住宅の管理を安定的に実施できる財政的な基盤を有
している。

売上・損益の推移に問題はないか
過去３年間の売上・損益の推移のとおり、県営住宅の管理を安定的に実施できる財政的な基盤を
有している。

1,472点

(8)その他の提案

2,400点

・ 管理業務の内容等の基本的事
項をまとめた管理業務仕様書
や、管理業務を行うに当たり具体
的な作業手順、運用及び要領等
をまとめた管理マニュアルに基づ
き、県営住宅を適切に管理する。

　３　申請者の状況

166点

(2)経営状況表

250点

・ 県営住宅の管理を安定的に遂
行できる財政的基盤を有するこ
と。
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主な提案内容

三重県南勢地区管理事業共同体
得点審査基準 配点県が求めた水準

県が示す指定管理料提案額に対す
る見積額の割合

県が示す指定管理料提案額に対
し、経費削減の工夫がなされている
かどうか

中勢伊賀ブロック・南勢ブロックの指定管理も同時に受託することにより、人件費・一般管理費・事
務費の削減を行う。
部品の交換・小修繕などは職員が実施することにより修繕経費の削減を図る。
建築資材をロット発注することで単価を抑え、修繕費の縮減を行っていきたい。

3,150点 1,946点

第１順位となった団体の名称等

　４　管理業務の経費見積

36点(1)管理費関係経費見
積
(2)維持・修繕費関係
経費見積

100点

指定管理料の上限
総額　 175,384千円
令和6(2024)年度
　         32,359千円
令和7(2025)年度
    　     41,348千円
令和8(2026)年度
        　 41,588千円
令和9(2027)年度
         　29,741千円
令和10(2028)年度
         　30,348千円

団体の名称等
名張市鴻之台2番町19番地
三重県南勢地区管理事業共同体
代表　　富永　巖

選定委員会の講評 選定委員会において審査基準に基づき審査した結果、県が求めた管理水準を満たしていると判断した。

総合点

単位：千円

6(2024) 7(2025) 8(2026) 9(2027) 10(2028) 合計

32,359 41,348 41,588 29,741 30,348 175,384

32,359 41,348 41,588 29,741 30,348 175,384

0 0 0 0 0 0

年度

県が提示した指定
管理料の上限額①

提案された指定管
理料②

差引額（①－②）

48



49



50



51



52



53



54



55



56



57



58



59



60



61



62



63



64



65



66



67



68



69



70



71



72



73



74



75



76



77



78



79



80



81



82



83



84



85



86



87



88



89



90



91



92



93



94



95



96



97



98



99



100



101



102



103



104



105



106



107



108



109



110



111



112



113



114



115



 

（６）令和６年度予算の確保に向けた国への要望について 

 

 

本県では、政府予算案策定に向けて、本県の施策の展開に必要な予算確保や政策実現に必要な

重要課題等について、国への要望を行っているところです。 

今回、県土整備部からは、下記４項目について国土交通省等に要望しました。 

 

１ 要望活動日 

 令和５年 11月 16日(木)～17日(金) 

 

２ 要望項目（詳細は別冊資料のとおり） 

① 災害に屈しない県土づくりのための防災・減災、国土強靱化の協力かつ計画的な推進 

② 安全・円滑な人流・物流を支える道路ネットワーク・拠点整備の推進 

③ 災害に強い県土づくりのための流域治水の推進 

④ 魅力ある地域づくりの基礎となる社会資本整備の推進 

 

３ 要望先 

内閣官房、財務省、国土交通省 
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（８）審議会等の審議状況（令和５年９月 19日～令和５年 11月 21日） 

（県土整備部） 

１ 審議会等の名称 三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅指定管理者選定委

員会 

２ 開催年月日 令和５年 10月４日 

３ 委員 委員長  近藤 早映 

委 員  笠原 芳彦 他３名 

４ 諮問事項 三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅における指定管理候補者

の選定について 

５ 調査審議結果 

 

北勢ブロックは鈴鹿亀山不動産事業協同組合、中勢伊賀ブロックは伊

賀南部不動産事業協同組合、南勢ブロック及び東紀州ブロックは三重

県南勢地区管理事業共同体が三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸

住宅の指定管理候補者として適当であると認められた。 

６ 備考  

 

 

１ 審議会等の名称 三重県公共事業評価審査委員会 

２ 開催年月日 令和５年 10月 17日 

３ 委員 委員長  岡島 賢治 

委 員  大野 研   他５名 

４ 諮問事項 公共事業再評価実施事業 

 ・河川事業（一級河川芥川） 

 ・河川事業（一級河川椋川） 

 ・河川事業（二級河川安濃川） 

 ・河川事業（二級河川神内川） 

５ 調査審議結果 再評価実施事業について、事業の継続が了承された。 

６ 備考  

 

 

１ 審議会等の名称 三重県流域下水道施設指定管理者選定委員会 

２ 開催年月日 令和５年 10月 26日 

３ 委員 委員長   勝又 英之 

委 員   黒田 朱里 他３名 

４ 諮問事項 三重県流域下水道施設における指定管理候補者の選定につい

て 

５ 調査審議結果 公益財団法人三重県下水道公社が三重県流域下水道施設の指

定管理候補者として適当であると認められた。 

６ 備考  
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１ 審議会等の名称 花とみどりの三重づくり推進会議 

２ 開催年月日 令和５年 11月 13日 

３ 委員 会 長   三宅 諭 

委 員   鶴田 佳子 他 14名 

４ 諮問事項 花とみどりの三重づくり基本計画（仮称）について 

５ 調査審議結果 以下の事項について、審議が行われ意見を得た。 

・花とみどりの三重づくり基本計画（仮称）最終案について 

６ 備考  

 

 

１ 審議会等の名称 三重県公共事業評価審査委員会 

２ 開催年月日 令和５年 11月 14日 

３ 委員 委員長  岡島 賢治 

委 員  北野 博亮   他４名 

４ 諮問事項 公共事業再評価実施事業 

・道路事業（主要地方道鈴鹿環状線（磯山バイパスⅡ期工区）） 

・道路事業（一般国道163号（片田バイパス3工区）） 

・道路事業（一般国道368号（奥立川）） 

・道路事業（一般国道 260号（船越）） 

・道路事業（一般国道422号（下地志子）） 

・道路事業（主要地方道亀山白山線（3工区）） 

５ 調査審議結果 道路事業（主要地方道鈴鹿環状線（磯山バイパスⅡ期工区））

ほか４事業について、事業の継続が了承された。 

道路事業（主要地方道亀山白山線（3 工区））についての審議

は継続中である。（12月 15日審議予定） 

６ 備考  
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